
 

 

 契約監視委員会（第２０回）議事概要 

開催日時  平成２８年７月２１日（木）午後２時３３分～午後４時２２分  

場  所  衆議院第二別館５階  会計課入札室  

委  員  委員長 岡本  和巳（公認会計士）  

委 員 田代  尚德（一般社団法人関東地域づくり協会非常勤理事）  

委 員 谷川   淳（公認会計士）  

議事概要  １．入札及び契約手続の運用状況、指名停止の運用状況等についての報告  

２．抽出結果の報告  

３．抽出案件の説明及び質疑応答  

審議対象期間 平成２７年１０月１日から平成２８年３月３１日まで  

抽出案件  ４件（合計）  

一般競争  ２件 契 約 件 名  

契約相手方  

契 約 金 額  

契約締結日  

本館自家発電設備点検整備業務  

シンフォニアエンジニアリング株式会社  

４，５３６，０００円  

平成２７年１２月２２日  

契 約 件 名  

契約相手方  

契 約 金 額  

契約締結日  

永田町職員宿舎浴室用給湯ボイラー他改修工事  

新設備工業株式会社  

６，３７２，０００円  

平成２８年１月４日  

随意契約  ２件 契 約 件 名  

契約相手方  

契 約 金 額  

契約締結日  

衆議院ＬＡＮ用サーバ機器一式（平成２３年度更改）  

ＪＡ三井リース株式会社  

３，１７２，０２３円  

平成２８年１月６日  

契 約 件 名  

契約相手方  

契 約 金 額  

契約締結日  

衆議院ＬＡＮ用サーバ機器バージョンアップ業務  

東日本電信電話株式会社  

２，４３０，０００円  

平成２８年３月１１日  

委員からの意

見・質問、それ

に対する回答 

別紙のとおり  

委員会による

意見の具申又

は勧告の内容 

なし 

お問い合わせ先  衆議院事務局庶務部会計課  電話 03-3581-5111（代表 ) 内線 34340
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（別紙）  

意見・質問  回 答  

〔案件１〕  

契約件名  本館自家発電設備点検整備業務  

契約相手方  シンフォニアエンジニアリング

株式会社  

契約金額  ４，５３６，０００円  

契約締結日 平成２７年１２月２２日  

 

 

・入札説明書を取りに来たのは何者か。  

 

・自家発関係は他省庁を見ても、１者ないし２

者での入札が多いが、理由は考えられるか。  

 

 

 

 

・落札率がかなり高いが。  

 

 

・他にも自家発はあると思うが、それらを合わ

せて規模を拡大して発注した場合、より競争性

が高まり入札者が増えるなどとは、考えなかっ

たのか。  

 

・本件について競争参加資格は「 A」～「C」の

どれにあたるか。また、等級別区分はいくつま

であるのか。「 D」まで資格を広げることは考え

ていないか。  

 

・契約種別「役務」として「 A」～「C」で募集

しているが、入札説明書を見ると設置工事の実

務経験と書いてある。電気工事の参加資格登録

者でも募集できたのではないか。  

 

・本件以外に自家発はあるのか。  

 

・点検の種類は何種類かあるのか。  

 

・１年点検と６年点検を同時に行う年がある

か。また、６年点検の中には１年点検と同じ内

容が含まれるのか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１者である。  

 

・自家発は種類により固有の技術があり、公

告時に仕様書等を渡し業務内容の提示は行っ

ているが、実際点検する場合に多くの難しい

点があると判断されたのではないかと考え

る。 

 

・公表されている保全業務積算基準に則って

積算しているので、予定価格を類推できる。  

 

・起案当時は考えていなかった。  

 

 

 

 

・「C」に当たる。区分は「 D」まである。  

技術的な面を考えても参加してくる可能性が

あるのは「 A」～「C」ランクと考えているが、

検討の余地はあると思う。  

  

・本件はあくまで点検業務の発注であり、契

約種別は「役務」となるためできない。  

 

 

 

・複数ある。  

 

・１年点検と６年点検がある。  

 

・同じ年に行うことはあるが、１年点検も６

年点検も個別に行う。６年点検は１年点検よ

り、細密な点検ということである。  
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意見・質問  回 答  

・工期は３月３０日まであるが、実際はどれく

らいの作業日数を要するのか。  

 

 

 

 

・６年点検も作業的には同様の日数となるか。 

 

 

・契約の相手方はこれまで契約実績のある者が

多く、入札も同様の者であるか。  

 

・一者応札に対する衆議院のマニュアルなどは

ないのか。  

 

・応札者が少ないので、入札公告から資料提出

までの期間を延ばすことは可能か。  

 

 

（意見）  

・応札者が毎年少ないので、例えば競争参加資

格の等級を広げるなどしてはいかがか。  

また、その方策として、他省で行われている一

者応札対応マニュアルなどを参考にして、衆議

院の方でも組織的に、入札しやすくなるような

対応を考えていただきたい。  

 

・実際に作業を行う際は停電を伴うため、土

日が主であり、日程調整の選定に長期間の候

補が必要となる。その工期の範囲で、業者と

調整のうえ作業日を設定し、実際の作業とし

ては１～２日である。  

 

・ボリュームが大きくなるので、１～２週間

である。  

 

・そうである。  

 

 

・業務ごとに検討は行っているが、マニュア

ルとしては作っていない。  

 

・可能である。  

 

 

〔案件２〕  

契約件名   永田町職員宿舎浴室用給湯ボイ

ラー他改修工事  

契約相手方 新設備工業株式会社  

契約金額  ６，３７２，０００円  

契約締結日 平成２８年１月４日  

 

 

・１回目が不調で、２回目の公告で２者の入札

があった点について、条件緩和されたことによ

るものだと思うが、この２者については１回目

の条件では排除されてしまうということか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１者については会社に求めた施工実績につ

いて、もう１者については、まず公告に気付

かなかったことをあげ、さらに会社としての

実績はあるが、配置技術者に求めた施工経験

を持つ人材が不足しており、いずれにせよ、

資格条件を有していなかったとのことであ

る。 
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意見・質問  回 答  

 

・条件緩和にルールはあるのか。  

 

 

 

・今後、この種のボイラー関係の工事に関して

は条件を緩和するのか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報はホームページに掲載しているのか。国

交省あたりは電子調達システムを利用してい

たかと思うが、公告のやり方に工夫があっても

良かったのではないか。それを利用すれば、業

者としては一元的に見て、見落としなどなくな

るのではないか。  

 

・一般競争を２回行ったわけであるが、法令で

は、一般競争で落札者がない場合、随意契約も

しくは指名競争にできるはずである。  

指名競争であれば、より多くの参加が確保され

競争性が増したのではないか。  

 

 

・入札公告から参加申請までの日数について、

１回目より２回目の方が短いのはなぜか。  

 

・定期点検は行っているか。  

 

 

 

 

 

 

 

・ルールとして設定はしていないが、最低限

工事を実施できる能力を確認せねばならず、

その上で２回目の資格要件を設定している。  

 

・条件の緩和に関しては、その時々の状況に

よる。  

１回目の公告で不調となった理由として、本

件が緊急で発注することとなった工事であっ

たことから、年度当初に行う工事の発注見通

しに公表しておらず十分な周知に至らなかっ

たことや、既に資格条件をクリアした技術者

がこの時期に出払っていたこと等の可能性が

あったと考えられ、不調に至ったものと推測

している。その上で資格要件を緩和し再度公

告をすれば参加申請する可能性が十分にある

と思った。  

 

・情報は衆議院のホームページに掲載してい

る。 

電子調達システムは今のところ利用するかの

検討はなされていないが、方法を問わず周知

度をアップさせる施策を検討する必要がある

と考える。  

 

・１回目が不調になった場合、なるべく公平

性及び透明性を担保する観点から、資格要件

の緩和などについて検討し、再度一般競争に

かけることとしている。  

２回目が不調であれば、指名競争あるいは随

意契約に移行することを考えていた。  

 

・本件は緊急性があり、短縮できるところを

工夫した結果である。  

 

・年１回実施している。  

基本的には定期点検をし、今回のような緊急

事態を避けるというスタンスであるが、本設

備は既に１５年程度使用しており機器全体の

劣化が想定外に進行していたため、今回の状

況に至ってしまった。  
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意見・質問  回 答  

・本件は落札率９９．９％であるが、予定価格

はどのように算出したか。  

また、業者の出してきた工事費内訳書とはどの

程度異なっているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（意見）  

・再度公告という形を取り、これについては条

件設定等緩和された状況もあるが、そういう経

験も踏まえ、当初の条件設定を多くの業者が入

れるように再検討されてはいかがか。  

また、公告自体を知らなかったという業者もい

たということであるから、周知度のアップにつ

いて他省では電子調達システムを利用してい

るはずであり、衆議院としての参加も検討して

いただきたい。  

 

・国交省が監修している公共建築工事積算基

準に従い、資材や機器については刊行物資料

等の掲載価格を、労務費については同基準の

歩掛りを使用し算出している。また、共通経

費についても国交省に同様の基準があり、そ

れを採用している。これら基準はすべて公表

されており、落札者の提出してきた工事費内

訳書とは大きな差はない。  

工事費率としてボイラー等の機資材の価格

の割合が約半分を占めており、その上で本件

が小規模で、内容的にもシンプルなものであ

るがゆえ、近い金額になるのではないかと想

定される。  

 

（一括審議）  

 

〔案件３〕  

契約件名  衆議院ＬＡＮ用サーバ機器一式  

（平成２３年度更改）  

契約相手方 ＪＡ三井リース株式会社  

契約金額  ３，１７２，０２３円  

契約締結日 平成２８年１月６日  

 

〔案件４〕  

契約件名  衆議院ＬＡＮ用サーバ機器バー  

ジョンアップ業務  

契約相手方 東日本電信電話株式会社  

契約金額  ２，４３０，０００円  

契約締結日 平成２８年３月１１日  
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意見・質問  回 答  

 

・「２３年度更改」の方は、当初は４８か月で

あるが、今回は３か月で区切った形を取ってい

るということか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一般的に再リースとなれば４年経過して５年

目になるとリース価格は安くなると思うが、こ

の場合はどうなるのか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保守費は料金体系にはリース価格に入ってい

るのではないのか。  

 

 

 

・５年目よりは金額が上がるということか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年度内の予算が決まっており、年度を超え

る契約ができないため、３か月で区切ってい

る。情報関連機器類は、主に５か年度国債（４

８か月）で予算を取りリースという形での契

約を締結し、その上で、４年ごとに更改して

いたが、ここ数年は、４年借りた後も利用環

境などを考慮した上で継続利用する方針とし

ている。実際には、機器の耐用年数や保守の

金額の上昇等を踏まえ、１年程の再リースと

いう形を取っている。その後、再度５か年度

国債で機器更改を行い、新しくリースをする

ということになる。  

 

・リースとは、契約の際にリース会社がメー

カーから物品を購入し、ある程度長期に渡っ

て契約の相手方に貸出しをするもので、リー

ス価格は、物品の代金や貸出利率、その他様々

な経費を加算し、それをリース期間で割った

金額である。  

ご指摘のとおり、リース期間が終わった時点

で物品価格の残存価格がほとんどなくなるた

め、複数年に渡るリース期間を経た再リース

を行った場合、１０分の１程度にリース価格

は下がるが、その分、保守費についてはリー

ス価格とは異なり、リース期間終了時の保守

費となるため何倍も上がってしまう。  

 

・リース費と保守費は分けて考える必要があ

る。契約上は２つを足して全体のサーバ機器

一式の借入となっているが、保守費は別な積

み上げを行っている。  

 

・本件はリース契約時に、リース期間全体の

保守契約を結ぶ方式である。  

日を追うごとに多くなっていく保守費の合計

を、契約期間全体の月数で割ってひと月分の

金額を算出している。実際の保守費は、契約

当初月の保守費に比べ、契約満了月は何倍に

も上がっている。再リースの際は保守費積み

上げのスタートが、契約時の満了月の価格か

ら始まるため、前契約時に比べ、急に上がっ

たように見える。  
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意見・質問  回 答  

 

・５年経過したら一般競争とするのか。  

 

 

 

 

・再リースの際に、６年目以降はどうなるかと

いった見積りは取るのか。  

 

 

 

 

 

 

 

・一般入札の際は、継続でなく新しい業者でも

良いのか。  

 

 

 

・構築するのは現在の契約相手方ということで

あるが、変更はしないということか。  

 

・２件の落札率について見解を願う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・バージョンアップの作業自体は他の会社では

できないのか。  

 

 

 

 

 

 

・機器の最初の借入については、一般競争と

している。再リースについては、既に借りて

いるものの継続借入であり、借入先は必然的

に現相手先となり随意契約となる。  

 

・基本的には取る。予定価格を算出する際に

は見積りを参考にしており、物品のリース費

については相場として１０分の１程度になる

が、保守費については、安全策として過度に

部品等の保有量が設定され、高い金額の設定

となることも考えられ、先方と当方の考えが

一致しているかを確認するためにも前もって

見積りを徴取している。  

 

・基本的には仕様書にある要求性能を備えた

機器を納品すればよく、その機器を借りてか

ら、環境の構築、設定についてはシステム構

築業者と契約をするので、問題はない。  

 

・将来的にどうなるかわからないが、今のと

ころはそうなる。  

 

・バージョンアップについては、新しくバー

ジョンアップをするということであるから、

新しく見積もりを取って査定をかけている。  

機器の借入については、積算上は、機器の借

入単価と保守の単価で構成されて予定価格を

作成するが、機器の値段は入札時の単価の１

０分の１である。  

保守費については、契約相手方から見積もり

を取り、今までの経験値で査定率を決めるが、

今回、調査をした結果、査定率をかけて下げ

るというところまではいかないと判断した。  

 

・バージョンアップというものだけ見ればで

きると思うが、今回はシステム内の一部に適

用するもので、他の会社が実施するようにす

るためにはシステム全体のセキュリティを公

開する必要がある。その場合、こちらのセキ

ュリティ面にも問題が出てくる。  
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意見・質問  回 答  

・例えば企画競争や公募など、必要最低限な情

報で競争させることは不可能か。  

 

 

 

 

・他の社では対応が不可ということであると、

永久的に現在の契約相手方しかできないとい

うことではないか。  

 

 

 

 

 

・それなりの準備をすればできるかもしれない

ということでよろしいか。  

 

 

（意見）  

・機密性の観点から、今回について随意契約と

する点についてはやむを得ないと考える。  

機器一式については、来年度は一般競争で検討

を始めているとのことであるし、  

バージョンアップについては、トータル的に大

きなシステムの見直し等あった場合には、  

新たに検討されるということであったので、今

回の案件については、特になしとする。  

 

・こちら側の情報を出してまでやることを考

えると、セキュリティ上問題があると判断し

たことと、システムの全てを熟知していない

と作業が困難であることから、随意契約とし

ている。  

 

・オープンにするためには様々なリスクに対

し、その対処方法を検討しなくてはならず、

本件発注の時点では有効な方策が見つかって

いなかった。  

現在、ＬＡＮシステム全体について、一般競

争入札で発注できるかの検討を進めている所

である。  

 

・そうである。  

 


